別記様式第１号
	






年度


林業・木材産業循環成長対策事業
（木材流通施設復旧対策）事業計画書

事業種目：










事業実施主体名

　　年　　月　　日







	




別記様式第１号の２


１ 事業の目的
	※ 機械・施設等復旧の必要性を全体指標、及び個別指標の達成の観点等から記載


	




２　個別指標「地域材利用量（加工量、流通量、乾燥量、ＪＡＳ構造用製材量）」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：原木換算㎥、％）
	採択基準
	現状値
	目標値
	備考

	
	数値
	年度
	数値
	年度
	増加量
	

	地域材利用量
（加工量、流通量、乾燥量、
[bookmark: _Hlk198104056]ＪＡＳ構造用製材量）
※いずれか１つを選択
	
	
	
	
	
	


※国実施要領別表４「個別指標のガイドライン」に基づき記載する。









３ 個別の機械・施設等の内容

	メニュー
	事業種目
	実　施
市町村
	事業実施主体
	工種又は
施設区分
	事業費
（千円）
	交付金
（国費）
（千円）
	受益
戸数
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _Hlk157333264]１ 国実施要領別表１及び２の該当メニュー、事業種目、事業内容、工種又は施設区分①～④（必要に応じて具体名を併せて記載）及び数量を記載すること。
２ 実施市町村は、施設等整備を予定している市町村名を記載すること。
３ 事業実施主体ごとに計、メニューごとに合計及び全ての計を総計に記載すること。
４ 交付対象物件を担保にし、自己資金の全部又は一部について国の融資制度を受ける場合には、備考欄に「融資該当有」と記載すること。

※行は適宜加除すること。
４　機械・施設等の復旧計画

事業における契約数一覧（事業に係る契約全てについて記載する）
	№
	機械・施設・工種等
	事業費
（千円）
	承認申請時に、メーカー・機種を決定する場合はその理由
	契約方法
	指名競争入札、随意契約の
場合はその理由

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	


※契約方法については、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載する。

事業実施主体の消費税等納税対応状況確認表


	事業実施主体
	確　認
該当する
欄に○
	交付金
	消費税報告

	課税業者
	市町村等、簡易課税業者、免税業者以外の事業者
	
	税抜
	不要

	市町村等
	地方公共団体又は消費税法第60条第４項に該当する人格のない社団等が事業実施主体であるもの
	
	税込
	不要

	簡易課税業者
	消費税法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した事業者
	
	税込
	※

	免税業者
	消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者
	
	税込
	※



※　実績報告後、消費税の申告により仕入税額控除の対象となる消費税相当額が明らかになる場合には、県交付金交付要綱に定める報告が必要。




添付資料（※事業実施内容により、必要な添付資料を加除すること）

１　概要書
①　事業実施主体の位置図
②　現状と課題
③　事業導入の経緯及び動機
④　事業実施主体の概要（会社概要、これまでの実績、組織体制、雇用計画等）
⑤　ＪＡＳ等認定取得状況
⑥　木材製造高度化計画認定取得状況（公共建築物に部材提供を予定する事業実施主体）
⑦　事業内容
⑧　事業計画概要図（工場位置図、機械施設配置図）
⑨　建物面積計算書（平面図、断面図、構造図等）
⑩　事業実施スケジュール（年間工程表）
⑪　既存施設・機械一覧、補助事業実績一覧
⑫　既存施設と導入する施設の関係
⑬　事業導入後の方向性
⑭　事業関係者との調整内容、意見

２　事業実施の基本方針（地域材の利用計画）
①　原材料の調達計画
（調達ルート図、仕入計画）
②　木材安定取引協定等の写し（原則概ね５年）
③　生産計画（製品生産計画等）
④　販売実績及び計画
（販売先、製材品の販売先別数量・割合、ＪＡＳ製品格付率）
⑤　導入施設の能力、規模、（機種）の決定根拠
（生産計画と導入施設能力の妥当性、メーカーカタログ、参考見積書、設計書等）
⑥　作業フロー図比較表（現状と計画）

３　その他資料
①　決算報告書（直近３期分）
②　定款
③　法人登記簿謄本
④　「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：【木材産業】）（【事業者向け】又は【事業者団体向け】）チェックシート」
⑤　「みどりチェック」チェックシート（林業事業者等向け）又は「みどりチェック」チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）
⑥　労働安全コンサルタント等の専門家の診断書
〔事業実施計画書提出時に未実施の場合は、事業実施翌年度までに実施し提出〕
⑦　収支計画：損益計算書及び貸借対照表（10年間程度）
⑧　資金調達計画
⑨　償還計画（融資を受ける場合）
⑩　計画地の現況写真（計画地を明示）
⑪　計画地地番の公図
⑫　計画地地番の土地登記簿謄本
⑬　固定資産管理規程
⑭　事業導入を決定した臨時総会、役員会等の議事録
⑮　各指標の算出根拠
⑯　その他



別記様式第２号

林業・木材産業循環成長対策事業（木材流通施設復旧対策）工事着手報告書
メニュー：
事業種目：

第　　　　　号
　　年　　月　　日

新潟県知事　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）


　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付金交付決定のあった      　　年度
林業・木材産業循環成長対策事業（木材流通施設復旧対策）の下記事業に着手したので報告します。

記

	施工箇所
	


	着手年月日
	


	完了予定年月日
	


	施　行　内　容
	施工方法
	直営、請負の別

	
	
契約者氏名
（会社名等）

	住所
商号
代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	
 摘　　要


	
 設計書番号

 認定事業費　　　　　　　　　　円

	
	


（添付書類）　請負契約書写し、入札経過書、着手届の写し、工程表の写し


別記様式第３号

林業・木材産業循環成長対策事業（木材流通施設復旧対策）工事完了報告書
メニュー：
事業種目：
第　　　　　号
　　年　　月　　日

 新潟県知事　様

申　請　者
住　　　所
氏名（名称）


　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付金交付決定のあった　　　　　年度
林業・木材産業循環成長対策事業（木材流通施設復旧対策）について、下記事業が完了したので報告します。

記

	施工箇所
	


	着手年月日
	


	完了予定年月日
	


	施　行　内　容
	施工方法
	直営、請負の別

	
	
契約者氏名
（会社名等）

	住所
商号
代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	
 摘　　要


	
 設計書番号

 認定事業費　　　　　　　　　　円

	
	


（添付書類）
出来高設計書
工事施工前写真
工事完了写真
検査調書（市町村工事の場合は工事引取検査調書の写し）
「みどりチェック」チェックシート（林業事業者等向け）又は「みどりチェック」チェ　　
ックシート（その他民間事業者・自治体等向け）
